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高等教育と「エビデンス」を考える 
『「エビデンスに基づく教育」の閾を探るー教育学における規範と事実を

めぐって』を巡って 
 

趣旨文 

 
 これまでに高等教育研究資源ナショナルセンターでは、「EBPM」「因果推論」「教育経済

学」「改革理念の怪しさ」をキーワードに、高等教育政策・改革や関連する研究を再考する

ための理論・方法そして視点を学ぶ機会を設けてまいりました。 
 今回は、『「エビデンスに基づく教育」の閾を探るー教育学における規範と事実をめぐっ

て』（2019 年、春風社刊）を上梓された先生方（杉田浩崇先生（広島大学）、熊井将太先生

（山口大学）、佐藤仁先生（福岡大学）、長谷川祐介先生（大分大学））をお招きし、教育学

において展開されたエビデンスにまつわる議論をご披露いただくことにより、高等教育に

おけるエビデンスの問題を議論する具体的イメージを形成していきたいと考えております。 
また、これまで因果推論や EBPM で先駆的な議論を展開され、当センター主催の公開研

究会にも度々ご登壇頂いた先生（林岳彦先生（国立環境研究所））からコメントを頂戴する

ことにより、議論を深めていきたいと考えております。 
 なお、本ディスカッションペーパーは、令和二年八月四日の第 6 回公開研究会において

呈示された、先生方のご講演とコメントに関するプレゼンテーション資料を取りまとめた

ものとなっております。実際の研究会では、総括討論において貴重なコメントやご指摘を

頂戴することができ、それらも併せて取りまとめられれば良かったのですが、速報性を重

視してこの度は断念いたしました。特に、本研究会の支援基盤の一つである JSPS 科研費

JP20H01643（研究代表者：村澤昌崇,「EBPM の批判的検討を通じた高等教育政策・研究

の高度化と EIPM への展開可能性」）にご参画いただいている羽田貴史先生（東北大学・

広島大学名誉教授、広島大学客員教授）、小塩隆士先生（一橋大学経済研究所）には、本研

究会にもご参加いただき、研究会の場において貴重なコメントを頂戴いたしました。お二

人のコメントを始め、総括討論におけるご登壇者・コメンテーターとオーディエンスを交

えたやりとりこそ貴重な内容であり、それを掲載してこそ意義もあるかと存じますが、今

回は大変申し訳ありませんが、ご勘弁ください。 
 いずれにせよ、本ディスカッションペーパーを通じて、さらなる議論の進展を促すこと

ができれば幸いです。 
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